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男女平等社会実現を求める要請書
　日頃から男女平等社会の実現にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。
さて、2010年に男女共同参画基本法に基づく「第３次男女共同参画基本計画」が策定され、同年「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）憲章」と「行動指針」が政労使トップの交代を機に新たな合意として結ばれました。私たちは、それぞれの計画の進捗状況を点検・検証し、地方自治体、労働組合、ＮＰＯなど幅広い関係者との十分な意見交換を行い、着実な施策の推進をはかる必要があると考えています。
　また、2011年11月に発表された「ジェンダーギャップ指数」（GGI）によると、日本は135カ国中98位（2010年は134カ国中94位）であり、特に政治分野及び経済分野における格差が大きいためこのような低い順位となっていると分析されています。国際的にみても男女平等社会の実現に向けた多くの課題が存在しているといえます。
引き続き「ワーク・ライフ・バランス」社会の実現に向け、厚生労働省のリーダーシップが期待されるところです。つきましては、男女平等社会の実現にむけて、下記事項について特段の尽力を要請いたします。
記
1.　雇用危機が、非正規女性労働者、子育てや介護を担う女性労働者、シングルマザーなどに顕在化しないように、ジェンダーの視点での就労支援、生活支援策を強化すること。
2.　雇用の分野における性差別の禁止、男女平等実現にむけて
　(1)　あらゆる分野への女性参画のさらなる促進に向け、「第３次男女共同参画基本計画」にもとづき、実効性ある具体策を講じること。
(2)　2007年４月施行の改正男女雇用機会均等法について、以下の３点の修正を早期に行うこと。
　　①　法律の名称を「男女雇用平等法」とすること。
　　②　間接差別禁止の基準は限定列挙ではなく例示列挙とし、どのようなことが間接差別に当たるか「指針」で広く示すこと。
　　③　ポジティブ・アクションについて、事業主に「行動計画の策定・実行と公表」を義務づけること。
(3)　セクシュアル・ハラスメントやパワー・ハラスメント対策の充実をはかること。
　　①　これらのハラスメントを引き起こす背景や原因には、根強い性別役割分担意識や、女性が管理職に登用されていないなど、差別的慣行がある。あらためて事業主への啓発を徹底すること。
　　②　職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告を活用し、パワー・ハラスメントの防止・禁止に向けた取り組みを行い、実効性のある対策を図ること。
(4)　パートタイム、有期契約で働く労働者の均等待遇を実現すること。
(5)　労働基準法第３条に「性別」による差別禁止を追加すること。
(6)　ＩＬＯ条約勧告専門家委員会の報告がされたとおり、第100号条約（同一価値労働同一賃金）の実効性を確保し、性別や雇用形態による賃金格差を是正するため、労働基準法第４条に同一価値労働同一賃金の原則を規定し、賃金・労働条件においての男女平等を実現すること。
3.　ワーク・ライフ・バランス社会の実現をめざすとともに、「行動指針」に基づき、仕事と生活の調和、男性の働きかたの見直しにむけた施策を推進すること。
(1)　労働時間の短縮とそのための必要な施策を総合的、効果的に推進すること。
(2)　男性の働き方の見直しを推進すること。
　　①　男性の育児・介護休業取得を促進するための奨励策を図ること。
　　②　男性が配偶者等の出産に共同責任が果たせるよう、配偶者出産休暇を制度化すること。
(3)　妊娠・出産期の女性に対する支援を拡充すること。
　　①　妊娠・出産に関する費用について、医療保険の対象とすること。
　　②　産休の強制休業期間については、すべての妊産婦について100％所得保障を行うこと。
(4)　育児・介護休業取得中の所得保障を60％に改善すること。また介護休業取得中の社会保険料本人負担分を免除すること。
(5)　仕事・社会参加と生活の両立に向けて、保育サービスの充実など子育て支援の拡充や介護負担の軽減に向けた介護支援の充実、介護基盤の構築等を進めること。
4.　性やライフスタイルに中立な社会保障制度を整備すること
(1)　雇用創出型・多様就業型の本格的なワークシェアリングの実現に向けて、労働者の希望に応じて選択でき、常用雇用と労働条件の時間比例を原則とする「短時間社員」制度の法制化をはかること。
(2)　パート労働者への厚生年金の適用拡大、及び国民年金第３号被保険者制度の見直しを行うこと。
5.　男女平等に関係する次のＩＬＯ条約の批准と国内法整備を進めること
(1)　第111号条約（雇用および職業についての差別待遇の禁止）
(2)　第149号条約（看護職員の雇用・労働条件及び生活状態に関する条約）
(3)　第171号条約（夜業に関する条約）
(4)　第175号条約（パートタイム労働に関する条約）
(5)　第183号条約（母性保護に関する条約）
6.　改正ＤＶ法の着実な履行とその施策推進のための措置を図ること
(1)　地方自治体のＤＶ及び性暴力被害女性に対する相談窓口体制整備の一貫として、被害女性支援に関する専門的な研修を充実させ人材育成をはかるとともに、市町村における専門的な人材配置拡充のための財源確保に向け支援すること。
(2)　地方自治体のＤＶ被害者相談を担当している「売春防止法」上の婦人相談員について、非常勤規定を削除すること。
(3)　ＤＶ被害女性が自立に至るまでの過程を、時間をかけて支援できるよう、ＮＰＯ・民間団体の取り組みを支援すること。
以　上
